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JSG ニュースレター 

台湾日系企業の身近な賃金を 

めぐる紛争に関するトラブル 

－労働事件法第37条実施後の影響 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

2018 年 12 月 5 日付で台湾では労働事件の処理の迅速化、専門化、効率化

を図り、労使双方の権益を保障することを目的とした労働事件法が公布されました。

同法は、2020 年 1月 1日より正式に施行され、主に労働事件についての明確な定

義化、その範囲の拡大化、民事訴訟法の規定よりも労働者に有利な手続、労働者

における訴訟費用及び保全処分に係る担保金負担の軽減、調停前置(ちょうていぜ

んち)制度の導入等に関する規定が定められています。 

そして、訴訟実務上、最も重要となる立証責任の分配に関して、労働事件法は労

使双方の資源と地位が対等ではない問題を解消し、訴訟における労使当事者同士

の武器対等の原則を実現するために、紛争が生じやすい賃金や労働時間の認定につ

いて、推定規定を設けています。本稿では賃金の推定に関する労働事件法第 37 条

規定の実施後の影響と関連実務、日本企業の身近な紛争に関するトラブルの事例、

注意すべき事項を解説します。詳細は下記リンクをご覧ください。 

労働事件法第37条実施後の影響（日本語） 
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過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSGのホームページはこちら 
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はそれぞれ法的に独立した別個の組織体であり、DTTL はクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は
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ト アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関連事業体は、それぞれ法的に独立した別個の組
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日商組新聞稿 

日商在台投資常見工資爭議問題 

-勞動事件法第 37 條實施後之影響 

 

 

 

為能迅速、專業、有效地處理勞動事件並保障勞資雙方權益，台灣於民

國(下同) 107 年 12 月 5 日公布勞動事件法，該法並於 109 年 1 月 1 日正式

施行。該法主要規定包括：明確定義勞動事件及擴大勞動事件範圍、制定相

較於民事訴訟法之規定更有利於勞工的程序規定、減輕勞工訴訟費用及保全

處分擔保金之負擔、設置調解前置制度等。 

而針對訴訟實務上最重要的舉證責任分配，勞動事件法為解決勞資雙方

資源與地位不對等的問題，就最常引起爭議的工資及工時之認定，制定推定

工資與推定工時的相關規定，以達到勞資雙方於訴訟上武器對等。以下將針

對勞動事件法第 37 條推定工資之規定，就其實施後之影響與相關實務、日商

常見爭議問題及應注意事項予以說明。 

  點此了解勞動事件法第 37 條實施後之影響(中文) 

 
 

   

 
 

日商組新聞稿之歷史消息請點這 
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